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１．「価値基準が定まっていない」ことが強調されたことについて 

・行政は「戦争遺跡の価値基準が定まっていない」ことを、保存問題の当初から、3 団体の要望に応じな

い理由としてきた。 

・この「価値基準」の意味は極めてあいまいである（今でもはっきりとは分からない）。 

・要するに「戦争遺跡を文化財として取り扱うかどうかの行政判断ができないから、とりあえず「価値基

準が定まっていない」とでも言っておくか」ということだと思う。 

・しかし「行政判断ができない」から調査もしない、何もしない、ということになると、それが一般的に

見て明らかに重要なものである場合（例えば島根県の戦争遺跡で最大規模のものとか）や、緊急的・突

発的な案件が生じた場合（例えば放っておいたら破壊されるとか）でも、遺跡は放置され、破壊される

がまま、ということになる。結果的に、文化財行政が遺跡の破壊に手を貸すことになる。 

・このようなことで良いのか？「未曽有」の事件が起きたり、「想定外」の災害が起きた時に、行政は何も

せずにじっと見ているのではなく、何とか住民を救うための行動をとるものではないのか。 

・行政は「行政判断ができない」ことを、行政措置をとらない理由にしてはいけない。少なくともそれに

は慎重でなければならず、また抑制的でなければならない。 

・しかし大社基地遺跡群の保存問題では、行政は「価値基準が定まっていない（行政判断ができない）」こ

とを当初から全面的に振りかざした。そして調査もせずに遺跡の破壊を容認した。 

・過去には近代化遺産調査にも取り上げ、戦争遺跡の調査を実施し、また「遺跡地図」に戦争遺跡を掲載

するなどの矛盾を犯しつつ、大社基地遺跡群の保存問題で、行政が「価値基準が定まっていない（行政

判断ができない）」ことを強調したのは大きな問題であった。 

 

２．専門家の意見や調査を軽視したことについて 

・大社基地主滑走路問題が表面化するまで、文化財課に戦争遺跡に対する行政方針が定まっていなかった

ことは事実である。このことに関しては、文化財課に勤務した経験のある自分にも責任の一端がある。

在席している時に、戦争遺跡を取り扱う方針をきちんと決めておけばこのようなことにはならなかった。 

・しかし保存問題が生じて以降、大社基地遺跡群にかかわる研究は大きく進展したことも事実である。 

・大社基地遺跡群が島根県では最大規模の戦争遺跡であり、また全国の航空基地遺跡の中でも希少な遺跡

であることは間違いない。 

・このことは島根県文化財保護審議会をはじめ、全国の研究団体からも指摘されてきたことであり、大社

基地遺跡群に対して行政に慎重な対応を求める意見も多かった。 

・また他県において、指定されたアジア・太平洋戦争時の戦争遺跡は確かに少ないとはいえ、増加しつつ

あるのも確かであり、指定の有無は別として調査事例は数多い。 

・にもかかわらず、今回の出雲児童相談所移転問題の経過からも分かるように、行政では通常の試掘調査

をすることもなく、また保護審議会などに諮ることもせず、いわば独断で、戦争遺跡の調査、保存、指

定よりも開発を優先する行政方針を決めようとしている。 

・「価値判断基準が定まっていない」のであればなおさら調査をすべきであろう。調査もせずに、開発を優

先する方針をなぜ決めるのか理解しがたいが、結果的に大社基地遺跡主滑走路は「価値基準が定まって



いない」のではなく、「価値がない」とされたのに等しい。 

・しかも出雲児童相談所移転問題に対する行政方針を決めたのは、3 団体が保存活動をしている最中のこ

とであり、文化財保護審議会でも議論になっていた時期であった。調査や保存の必要性を繰り返し要請

しているそのさなかに、新たな、しかも県有地における行政自身による開発計画を秘密裏に進めていた

ことになる。 

・さらに、さる 10 月 13 日の島根県文化財保護審議委員会においては、「忌憚のない意見をいただきたい」

とする一方で、移転計画を再考する意見に対して「これは決定事項です」とはねのけた。審議委員の意

見を本当に聴く気持ちがあるのかどうか疑問に思わざるを得ない。 

・「価値基準が定まっていない」新しい案件や、保存問題などが生じている重要な案件に対して、調査もせ

ず、文化財保護審議会の議論を尊重しようともしない行政の姿勢は大きな問題であった。 

 

３．滑走路と「周辺施設群」を区別することについて 

・島根県教育長は、2022 年 3 月 11 日付けの回答文で、「大社基地の保存の検討については、今回開発の対

象となった滑走路跡地部分とそれ以外の部分（周辺の遺跡群）において考え方が異なります」と述べた。 

・また 2023 年 11 月 28 日付の回答文でも、島根県教育長は児童相談所移転予定地について「当該地が、

文化財保護法上の指定や保存に向けた措置をとる考えはないと判断された土地である」と述べた。 

・大社基地遺跡群としては一体の文化財であるにもかかわらず、主滑走路と周辺の遺跡群で「考え方」を

変えるという前者の回答は全く理解できない。 

・自分が判断したのに「判断された」という言い方も変だし、なぜ「指定や保存に向けた措置をとる考え

はない」とあえて「調査」について触れないのかも変だが、後者のように、調査もせずに「判断」した

理由は明らかではない。 

・文化財課の回答には、論理性や学術性が欠けていると言わざるを得ない。それは恣意的であり、乱暴で

ある。文化財を少しでも保護しようという気持ちが感じられなかった。 

 

４．委員会の創設について 

・島根県教育委員会は「近代遺跡調査指導委員会」、出雲市文化財課は「旧海軍大社基地関連施設群総合調

査指導委員会」を創設した。いずれも文献史研究者や考古学研究者など、学術的・学際的に構成された

委員会で、大社基地主滑走路の保存問題がきっかけで作られたものである。 

・前者の「近代遺跡調査指導委員会」では、島根県全体の近代遺跡をリストアップし、戦争遺跡も含めた

これらの近代遺跡の「価値基準」について検討するようである。後者の「旧海軍大社基地関連施設群総

合調査指導委員会」では、大社基地遺跡群の全容解明を目指して調査を進めるようである。 

・いずれも調査体制は充実している。島根県では画期的なこの二つの委員会が、今後、新たな歴史を解明

してくれることを期待している。 

・文化財保護行政は、本来このような学術的な研究と行政とが一体になって進めるべきものである。 

・しかし行政は、こうした専門家による調査を始める一方で、児童相談所予定地のように、大社基地主滑

走路を破壊しようとしている。これは理解に苦しむ。矛盾している。 

・行政は委員会の専門家に対して「この委員会の調査と保存問題とは別問題である」と説明しているらし

い。しかし、破壊したら調査はできないのだからこれは「別問題」ではない。 

・専門家に調査をさせて、自分（行政）は「破壊」を決める。このことは、専門家と行政の両者が一体と

なって進めるべき文化財保護行政の根幹を歪めることになるのではないか。だとすればこれは大きな問

題であろう。 

 


